
はじめに

看護師は対象の支援のために，身体的，精神的，

社会的な状況を理解する必要がある．身体面につ

いて機能別に情報を収集し，解釈・分析を行い，

対象の状況を判断することがフィジカルアセスメ

ントであり，対象の問題点を明らかにして看護ケ

アにつなげていくための重要な技術である．

例えば筋・骨格系のフィジカルアセスメントで

は，筋肉，腱，靭帯，骨，関節など身体運動に関

わる組織，器官すなわち運動器の状態を把握する．

運動器は人が自分の意思で自由に活用できる唯一

の組織・器官であり1），日常生活動作（activity

ofdailyliving：ADL）を担っている2）．そのた

め運動器の機能低下が起これば，ADLが制限さ

れ，生活の質（qualityoflife：QOL）に影響を

及ぼし，人間としての尊厳が脅かされる状況に陥

ることもある．入院によって疾患が治癒しても廃

用性の筋力低下などによって本来の日常生活へ戻

ることができなければ，患者は「健康である」と

認識しにくい．さらにそれまで果たしていた役割

の変化や喪失，社会参加の減少など身体的な問題
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要 旨

日常生活動作（activityofdailyliving：ADL）の基本となる運動機能は筋・骨格系のフィジ

カルアセスメントによって把握されるが，臨床において看護師がどの程度実施しているかを把握

する目的で無記名によるアンケート調査を行った．その結果，「よく実施している」は25.0％，

「時々実施している」が61.7％，「実施していない」は12.5％であった．どの勤務領域においても

概ね8割程度以上で実施されていたが，その内容については視診がもっとも多く，次いで問診，

筋力評価，触診，関節可動域測定の順であった．またその必要性については，80％が「必要であ

る」と感じており，全体の70％が自己学習も行うことで臨床的に対応していた．必要に応じて自

己学習をしているものと考えられるが，その内容が問診や視診に留まる傾向があり，今後は生活

の質（qualityoflife：QOL）の視点から，目的に応じた筋・骨格系のフィジカルアセスメント

の実施が行えるように教育内容を検討していく必要がある．
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だけでなく，精神的・社会的な健康感にも大きく

影響を及ぼす．しかし緩徐に進行する運動器の機

能低下を自覚することは患者にとって時に困難な

場合もあり，運動機能を客観的に評価し，機能維

持や予防対策を立てておく必要がある．

しかし先行研究3）4）において，看護の現場での

フィジカルアセスメントは，生命維持への関心が

大きく，筋・骨格系に関するフィジカルアセスメ

ントについては必要性が低いとされる傾向にある．

これらの背景を考慮して，患者のQOLの視点

から筋・骨格系のフィジカルアセスメントを看護

師がどのような状況で実践しているかを把握する

目的で，無記名によるアンケート調査を行った．

1．対象と方法

1）対象者

対象者は特定の診療科に偏らないように富山市

内2ヶ所の公的総合病院（A病院：595床，B病

院：435床）に勤務する看護師175名とした．

2）調査時期

調査時期は平成23年4月1日～平成23年6月30

日であった．

3）調査方法

無記名による質問紙調査法とし、設問形式は選

択肢法と自己記入法とした。対象の属性（年代・

性別・臨床経験年数・現在勤務する領域）および

筋・骨格系フィジカルアセスメントの学習状況，

必要性のとらえ方，実施状況について調査した．

4）倫理的配慮

まず，調査対象病院の看護管理者に調査の主旨・

目的・方法・参加の自由・倫理的配慮・結果の公

表などについて書面を用いて説明し，協力を依頼

した。研究への参加に同意を得られた施設には同

様の説明用紙とアンケート用紙を郵送し，看護管

理者に協力者への配布を依頼した．回収方法は無

記名で個別の郵送とし，個人が特定されないよう

配慮した．

なお本研究は富山大学倫理審査委員会承認（臨

認22-143）のもとで行った．

2．結 果

1）対象者の属性について

アンケートの回収率は175名中120名（68.6％）

で，年代の内訳は20歳代60名，30歳代34名，40歳

代18名，50歳代7名，未記入1名であった．臨床

経験年数は15年未満が84名（70.0％），15年以上

が35名（29.2％），未記入1名（0.8％）であった．

勤務領域は成人外科系領域71名（59.2％），成人

内科系領域28名（23.3％），小児・母性領域が12

名（10.0％），精神領域 2名（1.7％），その他 7

名（5.8％）であった（図1）．
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図1.対象者の勤務領域
成人外科系領域が71名（59.2％）で最も多かった．



2）筋・骨格系フィジカルアセスメントの学習の

機会について

「学校」での学習が83名（69.2％），「職場内の

教育研修会や看護協会などの職能団体が中心とな

る卒後教育」での学習は54名（45.0％），自己学

習は70名（58.3％）という結果であった（重複回

答あり）（図2）．「学校」での学習者のうち卒後

教育でも学習をした者は46名（55.4％），卒後自

己学習をしたものは61名（73.5％）であった．ま

た「学校」での学習はしていない者35名（29.2％：

未記入2名を除く）のうち卒後教育で学習した者

は7名（20.0％），卒後自己学習で学習した者は8

名（22.9％）であった（重複あり）．

3）筋・骨格系フィジカルアセスメントの学習の

必要性について

「必要あり」と答えた者は96名（80.0％），「わ

からない」と答えたものは23名（19.2％）であっ

たが，「必要なし」と答えた者はいなかった（未

記入１名）（図3）．

4）筋・骨格系フィジカルアセスメントの実施に

ついて

「よく実施している」と答えた者が30名（25.0

富山大学看護学会誌 第12巻1号 2012

―49―

図2.筋・骨格系フィジカルアセメントの学習の機会（重複あり）
自己学習をする者が58.3％に及んでいる．

図3．筋・骨格系フィジカルアセスメント実施の必要性
80％の看護師が必要と感じている．



％），「時々、実施している」と答えた者が74名

（61.7％），「実施しない」と答えた者は15名（12.5

％），未記入1名（0.8％）であった．「よく実施

している」「時々，実施している」と答えた104名

について現在勤務している領域をみると，成人外

科系領域71名中64名（90.1％），成人内科系領域

28名中23名（82.1％），小児・母性領域12名中10

名（83.3％），精神領域2名中2名（100％），そ

の他7名中5名（71.4％）であり、どの領域でも

概ね80％以上の看護師が筋・骨格系フィジカルア

セスメントを実施していた．

実施内容については，問診が63名（60.6％），

視診が81名（77.9％）であり，間接的内容が主で

あった。患者の身体に直接触れてアセスメントす

る項目では触診が40名（38.5％），関節可動域測

定が40名（38.5％），筋力評価が57名（54.8％）

と実施割合が低い傾向にあった（図4）．

3．考 察

看護におけるフィジカルアセスメントは1970年

代初頭に米国で医師によって看護職に教授され始

め，日本の教育においても1990年代後半のカリキュ

ラム改正から看護基礎教育に導入された5）．今回

の調査では，筋・骨格系フィジカルアセスメント

の学習の機会について，学校で学習したとする者

が69.2％と多かったのは，経験年数15年未満の者

が70％を占めており，比較的新しい看護教育を受

けていたことが推測される．これはフィジカルア

セスメント導入後の効果が教育背景にあるものと

示唆される．

筋・骨格系フィジカルアセスメントの必要性に

ついて「必要あり」と答えた者は80％であったが，

逆の見方をすれば約2割においては「わからない」

と回答しており，その必要性を実感していなかっ

た．確かに，これまで筋・骨格系フィジカルアセ

スメントは必要性が低いとされてきていたが3）4），

QOLを考慮した看護計画を構築する上では対象

者のADL評価は欠かせず，アセスメントとして

重要な項目である．

学習の機会として自己学習が多かったのは，実

施の機会が多いことと，その方法やアセスメント

の方法などについての再確認が必要だったためと

推測される．

実施状況の結果からは，運動器との関連性のあ

る領域に限らず，広く行われていた．これは先行

研究6）の結果と異なり，必要性の認識とその実施

が看護業務の中で拡大されてきているものと考え

られた．

しかし，実施内容としては視診が最も多く，姿

勢や関節及び筋肉の変形・関節の形状などの観察

はよく行われているものの，患者の身体に直接触

れてアセスメントする項目ではまだ十分実施され

ているとは言えなかった．今回のアンケート調査

項目では個別に評価の具体的方法を把握するには

限界がある．例えば筋力評価をしてもそれが

manualmuscletesting（MMT）としてカルテ
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図4.筋・骨格系フィジカルアセスメントの実施内容（重複あり）
問診と視診が中心であり，患者の身体に直接触れてアセスメントする項目ではその実施割合が低い．



上に数値化されているとは限らないし，また関節

可動域測定についても具体的なrangeofmotion

（ROM）まで計測しているとは限らない．

なぜなら，これらの評価は測定に時間を要する

ことから看護師にとって繁雑であるし，理学療法

士や作業療法士などの専門職が評価している場合

も多いため，看護師が実施していない状況も考え

られる．また運動器以外の疾患の場合はそのアセ

スメントが実施されにくいともいえる．しかし，

入院患者における運動機能の低下は運動器の疾患

に限らず，余儀なく安静にせざるを得ない場合や

何らかの行動制限によっても起こりうる。合併症

としての運動機能低下は退院後の ADLおよび

QOLの低下につながる．特に下肢の状態に関す

るアセスメントは軽視されがちで，下肢の関節拘

縮や腓骨神経麻痺を生じてしまうこともある7）．

今回の調査において，対象者の約8割は筋・骨

格系フィジカルアセスメントの必要性を感じ，自

己学習を行いながら実践していたが，退院後の

ADLおよびQOLを念頭においたフィジカルア

セスメントの実践までには至っていないと推測さ

れた．

入院患者の運動機能低下に早期に対応すること

は，退院後のADLおよびQOLの低下防止に貢

献できるため，看護師による筋・骨格系フィジカ

ルアセスメントは重要である8）．今後はそのアセ

スメントを簡便にかつ総合的に評価する方法の考

案を含めた教育支援の検討が必要であると考えら

れた．

4. 結 論

今回の調査は対象者が少なく，また2ヶ所のみ

の調査であることから，富山市における看護師の

全貌を把握しているとはいえないが，筋・骨格系

フィジカルアセスメントの実施内容としては問診・

視診が中心であった．すなわち患者の身体に直接

触れてアセスメントする項目では実施割合が低く，

ADLおよびQOLの観点から今後の看護教育改

善の必要性があるのではないかと考えた．
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Abstract

Weinvestigatedthenursingactivitiesofthephysicalassessmentforthelocomotive

systemwhichisbasedontheactivityofdailyliving（ADL）.In2011,175nurseswereasked

tocompleteaquestionnairesurveyaboutthephysicalassessmentforthelocomotivesystem.

Of120responders（responserate68.6％）,30nursesexpressedtheirgoodactivities（25.0％）.

Seventy-fournursesmarked・often・（61.7％）,and15nursesresponded・nothing・（12.5％）.

Inanynursingspecialarea,thephysicalassessmentforthelocomotivesystemiscarriedout

over80％,butthemethodwaslimitedtothehistorytakingandinspectionofthe

extremities.Theevaluationofmusclepowerorrangeofmotionwasnotcarriedoutvery

well.Eightypercentoftherespondersemphasizedtheneedofthephysicalassessmentfor

thelocomotivesystem.Theycarriedoutwithreviewinglearningbythemselves.Itis

consideredtoeducatemoreaboutthephysicalassessmentforthelocomotivesysteminview

pointoftheassessmentforthequalityoflife（QOL）.
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